
評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

1
Ⅰ-１-(1)-① 理念、基本方針が明文化され周知が図
られている。

ｂ

理念は明文化され、ホームページやパンフレッ
トに記載されている。職員には入職オリエン
テーションで説明している。利用者、家族等へ
は特段説明できていない。今後は理念の理解促
進と定着化を図るため、事務所内掲示や定期的
な周知、また、利用者・家族への具体的な理解
される周知の取組が期待される。

第三者評価結果 コメント

2
Ⅰ-2-(1)-①　事業経営をとりまく環境と経営状況が
的確に把握・分析されている。

ｂ

サービス管理責任者レベルで関係機関である相
談支援事業所、特別支援学校などが発信してい
る情報や会議などでの情報交換で事業を取り巻
く情報を把握している。法人全体の管理者会議
で定期的にコスト分析、利用者の推移、利用率
等を管理者会議で分析している。今後は組織と
して、より地域の情報を把握し、定点的に定期
的な分析が実施できる体制が整備されることが
期待される。

3
Ⅰ-2- (1)-②　経営課題を明確にし、具体的な取り
組みを進めている。

ｂ

法人全体としては、事業経営上の課題は経営改
善計画書を作成し法人管理者が協議し共有され
ている。今後は事業所にて、地域の特徴・変化
等の潜在利用者に関するデータを収集し、利用
者ニーズに対応できる職員体制などを検討し利
用者数増加、利用率向上など個別具体的な計画
などを作成し、職員内で共有されることが期待
される。

第三者評価結果 コメント

4
Ⅰ-3-(1)-①　中・長期的なビジョンを明確にした計
画が策定されている。

ｂ

法人として５ヵ年計画を策定し、計画スケ
ジュール、新事業の立ち上げや就労トータルサ
ポーター配置、人材育成強化期間の設定など立
案されている。今後は法人並びに事業所ごとの
実行の裏付けとなる収支計画書の作成や見直し
時期の設定など実施状況の評価ができる内容が
期待される。

5
Ⅰ-3-(1)-②　中・長期計画を踏まえた単年度の計画
が策定されている。

ｂ

中・長期計画を反映した単年度の計画を策定し
ているが、評価項目や評価時期の設定が未定で
ある。今後は職員参画のもと事業内容、時期、
担当者など実現に向けた具体的な取組内容など
の計画が期待される。

評　価　細　目　の　第　三　者　評　価　結　果(障がい者･児施設)

Ⅰ-３　事業計画の策定

Ⅰ-３-(１)　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

Ⅰ-２　経営状況の把握

Ⅰ-２-(1) 経営環境の変化等に適切に対応している。

評価対象Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ－１　理念・基本方針

Ⅰ-１-(1) 理念、基本方針が確立・周知されている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

6
Ⅰ-3-(2)-①　事業計画の策定と実施状況の把握や評
価・見直しが組織的に行われ、職員が理解してい
る。

ｂ

事業計画は毎月第三土曜日に実施している職員
会議で話し合われた意見を基に管理者が取りま
とめて策定している。策定されたばかりのため
評価・見直しがなされていない。今後は事業計
画を、項目ごとに目標を数値化しスケジュール
化するなど実施に向けた具体的な取組が期待さ
れる。

7
Ⅰ-3-(2)-②　事業計画は、利用者等に周知され、理
解を促している。

ｃ

事業計画は、利用者などへの周知はされていな
い。今後は、事業計画の特に利用者にとって
知っておいた方が良い内容を分かりやすく説明
した資料の作成などの方法によって、利用者等
が理解しやすいような周知をするための工夫が
望まれる。

第三者評価結果 コメント

8
Ⅰ-4-(1)-①　福祉サービスの質の向上に向けた取組
が組織的に行われ、機能している。

ｂ

月に一度第三土曜日に利用者面談、職員のミー
ティングをしており振り返りをしている。ま
た、個別支援計画のモニタリングなどでサービ
スの質向上に向けた取組をしているが、課題な
どの抽出や文書化には至っていない。今後は
様々な取組の記録を徹底し、その情報を集約し
て課題を文書化し、事業所として課題を分析・
検討し対応策を策定するなどPDCAサイクルに基
づく実施体制の構築が期待される。

9
Ⅰ-4-(1)-②　評価結果にもとづき組織として取組む
べき課題を明確にし、計画的な改善策を実施してい
る。

ｃ

改善に取り組むべき課題を文書化し職員間で共
有化して課題を分析・検討して計画的な改善策
を実施する取組には至ってない。今後は課題を
事業計画に反映し取り組む、または、単年度で
は解決できないものは、中長期計画の中で段階
的に継続して取り組まれることが望まれる。

第三者評価結果 コメント

10
Ⅱ-1-(1)-①　管理者は、自らの役割と責任を職員に
対して表明し理解を図っている。

ｃ

事業所の運営や管理の責任の所在について、日
頃の業務の中で職員へ口頭で伝えている。改め
て職員会議や研修、個人面談などで明文化した
ものを掲載して表明などはしていない。今後は
職務分掌等について文書化し平常時のみならず
有事おける管理者の役割と責任、また代行者に
ついて、不在時の権限委任等を含め明確化する
ことが望まれれる。

11
Ⅱ-1-(1)-②　遵守すべき法令等を正しく理解するた
めの取組を行っている。

ｂ

管理者レベルで法人からの発信や関係機関から
最新の情報を把握している。職員へは入職時
に、虐待防止、労働基準法、個人情報保護の徹
底など最低限の周知の取組をしている。今後
は、福祉分野に限らず災害、産業保健などに関
する最新情報を含めた法令をリスト化し、情報
を把握更新し、職員に周知し、倫理規程をさら
に具現化して職員の行動規範につながるような
体制や研修体制の構築が期待される。

Ⅰ-４-(１)　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

Ⅱ-１-(１)　管理者の責任が明確にされている。

Ⅰ-３-(２)　事業計画が適切に策定されている。

Ⅰ-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

Ⅱ-１　管理者の責任とリーダーシップ

評価対象Ⅱ　組織の運営管理
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

12
Ⅱ-1-(2)-①　福祉サービスの質の向上に意欲をも
ち、その取組に指導力を発揮している。

ｂ

職員や利用者の直行・直帰が多い中で、管理者
が福祉サービスの向上に向け支援計画に沿った
支援が行われるように状況を把握し必要に応じ
面談したり、利用者の対応について日々の連
絡・相談・報告の機会を担保している。今後
は、取り組みや業務文章などを職員と共有でき
る体制が構築されることが期待される。

13
Ⅱ-１-(２)-②　経営の改善や業務の実効性を高める
取組に指導力を発揮している。

ｂ

管理者は、法人で分析した情報や地域の関係機
関などからの情報を把握し、現場の業務改善に
繋がる事柄について検討している。今後は、検
討した内容や課題を明文化し、職員と共有する
ために改善計画を立案するなどPDCAサイクルに
基づいた取組が実践されることが期待される。

第三者評価結果 コメント

14
Ⅱ-2-(1)-①　必要な福祉人材の確保・定着等に関す
る具体的な計画が確立し、取組が実施されている。

ｃ

 経営５ヵ年計画で職員のスキルアップに向けた
Star制度導入し、キャリアアップのイメージを
職員に共有化する取組をしている。有資格者確
保の必要性は掲げているが数値目標や計画スケ
ジュー ル化されておらず資格取得助成制度など
はない。今後は、Star制度のみならず、基本的
な職員育成の基本方針を明示し、効果的な福祉
人材確保のため、人員計画の策定や採用活動や
効果的な人材育成の体制の構築が望まれる。

15 Ⅱ-２-(１)-②　総合的な人事管理が行われている。 ｃ

法人独自のStar制度という評価制度にて『期待
する職員像』を明確化し、昇給・昇格の明確な
基準を定め運用しているが職員の理解が進んで
いない。今後は、Star制度に教育の基本方針を
明示し運用上の課題など定期的な見直しと改
善、能力開発システム、教育・研修制度、職員
配置、ローテーション・異動に関する基準等の
明確化など人事考課や人事評価のシステムが構
築されることが望まれる。

16
Ⅱ-2-(2)-①　職員の就業状況や意向を把握し、働き
やすい職場づくりに取組んでいる。

ｂ

管理者が就業状況を把握し、有休取得や残業の
ない業務シフト整備など働きやすい職場作りに
取り組んでいる。今後は、来年施行のハラスメ
ント対応ができる相談窓口を設置し、相談しや
すい工夫や相談を受けた後の解決を図る体制な
どの整備が期待される。

17
Ⅱ-2-(3)-①　職員一人ひとりの育成に向けた取組を
行っている。

ｂ

考課者面談の中で目標を定めているが、振り返
りが年に一度しかなく、浸透が十分ではない。
また目標の理解も不十分である。今後は、管理
者は基より事業所がチームとして一人ひとりの
目標に向かって確認・評価できるなど、研修計
画の立案や専門性の育成を支援する体制構築が
期待される。

Ⅱ-１-(２)　管理者のリーダーシップが発揮されている。

Ⅱ-２　福祉人材の確保・育成

Ⅱ-２-(１)　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。

Ⅱ-２-(３)　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

Ⅱ-２-(２)　職員の就業状況に配慮がなされている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

18
Ⅱ-2-(3)-②　職員の教育・研修に関する基本方針や
計画が策定され、教育・研修が実施されている。

ｂ

法人独自のStar制度で『期待する職員像』 が明
示されているが経営理念に基づく教育基本 方針
について明示されおらず、職員の理解が進んで
いない。内部研修が行われているが量・質とも
に十分ではない。今後は教育基本方針に基づく
教育・研修計画を中長期計画と連動し、単年度
計画や段階的、継続的研修などを計画し人材育
成の促進を図ることが期待される。

19
Ⅱ-2-(3)-③　職員一人ひとりの教育・研修の機会が
確保されている。

ｂ

法人で内部研修等実行委員会を設置し「職員が
働きやすい環境を目指す」を活動目標とし 全職
員研修の実施が企画されている。今後は、事業
所内の研修体制の見直しや一人ひとりの研修計
画書を作成し専門性の育成が図られることが期
待される。

20
Ⅱ-2-(4)-①　実習生等の福祉サービスに関わる専門
職の研修・育成について体制を整備し、積極的な取
組をしている。

ｃ

現在は実習生を受け入れておらず、専門職の研
修や育成についての基本姿勢を明文化したマ
ニュアルの整備はしていない。今後は、受け入
れの検討も含め組織として体制が整備されるこ
とが望まれる。

第三者評価結果 コメント

21
Ⅱ-3-(1)-①　運営の透明性を確保するための情報公
開が行われている。

ｂ

ホームページやWAMNET、パンフレットなどに事
業活動計算書や事業活動明細書、貸借対照表、
損益計算書等及び事業所の理念や提供している
福祉サービス内容などを公開している。今後
は、第三者評価の受審や苦情・相談体制や内容
などの最新の情報などが公表されることが期待
される。

22
Ⅱ-3-(1)-②　公正かつ透明性の高い適正な経営・運
営のための取組が行われている。

ｂ

事務、経理、取引に関しては、管理者が責任者
として毎月法人の担当者よる確認作業を受けて
いる。財務に関しては、顧問税理士事務所によ
り毎月点検し指導・助言を受けている。今後
は、経営管理、組織運営、事業など関する外部
の専門家による監査支援などを受けることや職
員への周知内容・方法を検討することが期待さ
れる。

第三者評価結果 コメント

23
Ⅱ-4-(1)-①　利用者と地域との交流を広げるための
取組を行っている。

ｂ

活用できる社会資源情報などは、例示している
が実際に利用者と地域とをつなげるような取組
はなされていない。今後は、事業所として地域
とどのように関わるか、また利用者にとって地
域とは何かなど検討した上で、実際の地域との
関わりの基本方針を策定するなどした上で、具
体的な取組につながることが期待される。

24
Ⅱ-4-(1)-②　ボランティア等の受入れに対する基本
姿勢を明確にし体制を確立している。

ｃ

区の社会福祉協議会からの要望があった場合に
都度検討しているが、受け入れに際しての基本
姿勢の明文化やマニュアル、プログラムは作成
していない。今後は、ボランティアの活用など
について具体的に事業所としての考え方を検討
し、必要に応じて基本方針やマニュアル・手順
書・プログラム・関係帳票などが整備されるこ
とが望まれる。

Ⅱ-４-(１）　地域との関係が適切に確保されている。

Ⅱ-３-(１)　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

Ⅱ-４　地域との交流、地域貢献

Ⅱ-２-(４)　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

Ⅱ-３　運営の透明性の確保
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

25
Ⅱ-4-(2)-①　福祉施設・事業所として必要な社会資
源を明確にし、関係機関等との連携が適切に行われ
ている。

ｂ

事例に応じて、相談支援事業所、ハローワー
ク、高等支援学校など、関係機関と適宜必要に
応じて連携している。今後は社会資源をリスト
化し、随時・適宜のつながりのみならず、定期
的なネットワークの構築や緊急時の連携など積
極的に関わることが期待される。

26
Ⅱ-4-(3)-①　地域の福祉ニーズ等を把握するための
取組が行われている。

ｃ

管理者個人では、事業所の数や地域の除排雪な
ど福祉課題については把握しているが、組織と
して情報の共有や確認はなされていない。今後
は、地域の福祉ニーズや生活課題の把握を組織
的に継続的に取り組むことができる体制の構築
が望まれる。

27
Ⅱ-4-(3)-②　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的
な事業・活動が行われている。

ｃ
公益的な事業・活動は行っていない。今後取組
について検討されることが望まれる。

第三者評価結果 コメント

28
Ⅲ-1-(1)-①　利用者を尊重した福祉サービス提供に
ついて共通の理解をもつための取組を行っている。

ｂ

利用者を尊重した事業所支援サービス提供につ
いて、個々の職員名刺の裏に理念等を明記して
職員への共通理解を深める取組に努めている。
職員個人の自己評価内容の一部に利用者尊重等
への配慮項目があるが、組織的な支援サービス
の提供における人権配慮について振り返る仕組
みがないので、利用者の尊重等への配慮やQOLの
向上につながる配慮から組織支援の在り方を定
期的に振り返り、職員共通理解を図ることが期
待される。

29
Ⅲ-1-(1)-②　利用者のプライバシー保護に配慮した
福祉サービス提供が行われている。

ｂ

各職員が常に利用者プライバシーに配慮した支
援に努め、定期の面談は一人ずつ個室で対応す
る取組となっている。プライバシー配慮への
ハード面の整備が整っているが、ソフト面とし
て規程・マニュアル等が、個人情報保護への配
慮が主体となっているので、プライバシー保
護・配慮について家族等も含めた支援マニュア
ル等の整備が期待される。

30
Ⅲ-1-(2)-①　利用希望者に対して福祉サービス選択
に必要な情報を積極的に提供している。

ａ

電子媒体を活用してホームページで図表や写真
を活用したイメージ化しやすい工夫とホーム
ページ内の事業所ブログ内容の定期的更新等に
よる情報発信を行い、紙媒体のパンフレット内
容も就職支援ストーリーの漫画を取り入れるな
ど構成に工夫して制作しハローワーク等への備
え置き配布等と積極的な情報提供に努めてい
る。見学や体験の希望があれば丁寧な対応に取
り組んでいる。

31
Ⅲ-1-(2)-②　福祉サービスの開始・変更にあたり利
用者等にわかりやすく説明している。

ｂ

支援開始時及び継続支援時に、各関係職員に
よって事業所の統一した様式を用いて利用者へ
の説明を行い、同意を得ている。職員による説
明は各様式を用いて経験知をもとにした対応で
行われているので、各利用者へ同じ手順・内容
で行う対応として、特に意思決定が困難な利用
者への配慮も含めてルール化に取り組むことが
期待される。

Ⅲ-１-(１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

Ⅲ-１-(２)　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

Ⅱ-４-(２）　関係機関との連携が確保されている。

Ⅱ-４-(３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

評価対象Ⅲ　適切な福祉サービスの実施

Ⅲ－１　利用者本位の福祉サービス
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

32
Ⅲ-1-(2)-③　福祉施設・事業所の変更や家庭への移
行等にあたり福祉サービスの継続性に配慮した対応
を行っている。

ｂ

福祉サービスの移行等の継続的な支援にあた
り、日々の記録や個人面談記録等をもとに利用
者の了解を得ながら移行先や相談支援事業所等
の関係機関と情報共有に努めている。退所時・
後の福祉サービス継続性への利用者配慮等が各
職員の経験知対応になっているので、家族等へ
の対応を含めて組織対応として手順等を定める
ことが期待される。

33
Ⅲ-1-(3)-①　利用者満足の向上を目的とする仕組み
を整備し、取組を行っている。

ｂ

就労先企業で利用者の不満な様子を把握し、定
期の利用者面談時に不満の把握、要因の分析検
討から不満要因の就労作業が連続しない工夫等
の対応を行い利用者の表情の改善等につなげて
いる。利用者満足への対応が職員の経験知に
よって行われているで、経験知を組織的に活用
できるように利用者満足把握を目的とした定期
的な調査や、利用者が参画した会議で分析・検
討する仕組み等の構築が期待される。

34
Ⅲ-1-(4)-①　苦情解決の仕組みが確立しており、周
知・機能している。

ｃ

苦情処理規程や「相談・苦情対応に関する流れ
について」、苦情処理フローチャート等を作成
し、苦情解決の仕組みの整備に取り組み、利用
者へ重要事項説明書等の説明時に説明し周知に
努めている。苦情解決の仕組みについて障害者
自立支援法等をもとに、法令対応的な整備に取
り組んでいるが、福祉サービスの質の向上のた
めの取組の一環として、仕組みの機能性の視点
から再検討に取り組むことが望まれる。

35
Ⅲ-1-(4)-②　利用者が相談や意見を述べやすい環境
を整備し、利用者等に周知している。

ｂ

個室を確保して、利用者本位のじっくり相談が
できるスペース配慮に努めている。定期的な個
人面談から相談・意見を受ける方法を「働き方
ご案内パンフレット」の配布で周知している
が、利用者が必要に応じて他の相談方法や相談
相手等、複数の選択肢から選べる対応への工夫
や取組に向けて、家族等の視点も含めた説明文
書の作成、配布や掲示等の検討からわかりやす
い説明・周知に取り組むことが期待される。

36
Ⅲ-1-(4)-③　利用者からの相談や意見に対して、組
織的かつ迅速に対応している。

ｂ

利用者から作業効率を上げる備品配布の意見・
提案を受けて利用者の意見を尊重した対応に取
り組んでいる。支援中の苦情に関わらず利用者
から意見や要望、提案等を受けて積極的な対応
を行っているので、多様な相談方法、受けた時
の記録、検討から周知・公開等に向けて、組織
としての対応マニュアル等の整備に取り組むこ
とが期待される。

37
Ⅲ-1-(5)-①　安心・安全な福祉サービスの提供を目
的とするリスクマネジメント体制が構築されてい
る。

ｂ

事故発生時の対応フローチャートを備えてい
る。職員全員へ事業所管理の携帯電話の支給を
行い、何かあれば管理者等へ連絡を行う仕組み
となっている。事故報告書内に改善策の検討等
を記入して提出・保管している。事故発生時・
後の報告書提出の仕組みに、事故の予防視点の
仕組みを追加して、積極的なヒヤリハット報告
の収集から事例検討等を職員参画で行うリスク
マネジメント体制の構築が期待される。

Ⅲ-１-(５)　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

Ⅲ-１-(３)　利用者満足の向上に努めている。

Ⅲ-１-(４)　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

6



評価結果詳細（障がい者・児施設）

38
Ⅲ-1-(5)-②　感染症の予防や発生時における利用者
の安全確保のための体制を整備し、取組を行ってい
る。

ｂ

数種類の疾患別の対応マニュアルが作成されて
いる。コロナ禍の現状に合わせた移動支援の車
中内感染対策として基本的な感染対策を徹底
し、利用者の座席位置の確認記録等の工夫に取
り組んでいる。新型コロナウイルス感染対応も
含めて感染症対策が予防と発生時のその都度的
な対応になっているので、組織的な管理体制の
整備から勉強会等の在り方及びマニュアル見直
しへの定期的な取り組みが期待される。

39
Ⅲ-1-(5)-③　災害時における利用者の安全確保のた
めの取組を組織的に行っている。

ｂ

大規模災害対策マニュアルを整備して定期的に
事業所での避難訓練に取り組み、災害備品等の
備蓄検討に努めている。利用者の安全確保の場
面が事業所所在地域のみならず日中活動として
の施設外就労先及び移動等と多岐にわたるの
で、災害時の対応体制として多岐の場面で機能
する体制構築が期待される。

第三者評価結果 コメント

40
Ⅲ-2-(1)-①　提供する福祉サービスについて標準的
な実施方法が文書化され福祉サービスが提供されて
いる。

ｂ

入職時の新人研修で、事業所で取り組む就労支
援のサービス提供内容について各種文書が提供
されている。標準的な実施方法として職員に一
定の水準や内容について部分的に定められてい
るので、事業所の理念や権利擁護をもとにして
提供するサービス全般にわたって統合したPDCA
を踏まえた手順等の標準的な実施方法のさらな
る確立が期待される。

41
Ⅲ-2-(1)-②　標準的な実施方法について見直しをす
る仕組みが確立している。

ｂ

定期的な利用者面談時に長期・短期目標の確認
と利用者意見把握の仕組みから就労支援の実施
方法の在り方として施設外就労先のメニュー拡
大等の見直しに努めている。年度ごとの事業計
画とともに標準的な実施方法の見直しの取り組
みとして、個別支援計画の年度状況とつながり
を考慮し、職員や利用者等の提案等が反映する
仕組みの検討から福祉サービス提供の質の向上
につながることが期待される。

42
Ⅲ-2-(2)-①　アセスメントにもとづく個別支援計画
を適切に策定している。

ｂ

管理者責任のもとに統一様式の評価表や個別支
援計画書を用いて、一人ひとりのアセスメント
から利用者ニーズに基づいた目標設定をし支援
計画が策定されている。アセスメントから目標
設定における職員の個人差を課題として把握し
ているので、アセスメントから個別支援計画の
目標設定、実施、評価・見直しのPDCAサイクル
及び利用者の意向把握と同意を含んだ手順等を
組織として定めることが期待される。

43
Ⅲ-2-(2)-②　定期的に個別支援計画の評価・見直し
を行っている。

ｂ

個別支援計画の見直しを６ヵ月に一度行い、職
員間に説明・回覧による周知を行っている。個
別面談で利用者ニーズ把握が一般就労を目標と
する事が多い割には、目標を達成する利用者が
少ない結果から、一般就労のメリットを利用者
へ伝える説明不足等を課題として見直し支援の
向上に努めている。個別支援計画の見直しが経
験知対応となっているのでPDCA視点を考慮した
手順や職員間の協議・合議の時期・方法及び周
知の手順等を組織の仕組みとして定めることが
期待される。

Ⅲ-２　福祉サービスの質の確保

Ⅲ-２-(２)　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。

Ⅲ-２-(１)　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

44
Ⅲ-2-(3)-①　利用者に関する福祉サービス実施状況
の記録が適切に行われ、職員間で共有化されてい
る。

ｂ

パソコンのネットワークシステムによる情報共
有に加えて、全職員へ携帯電話を支給してコ
ミュニケーションアプリを利用して管理者へ的
確な情報が伝わる仕組みを整備している。パソ
コンを活用して事業所で統一したファイル様式
及び例示ファイルにそって記録が行われている
が、記録内容や書き方に差異の課題を認識して
いるのでPDCAを踏まえた各様式の記録の仕方等
の記録要領の作成が期待される。

45
Ⅲ-2-(3)-②　利用者に関する記録の管理体制が確立
している。

ｂ

法人主体により個人情報保護規程を策定し、個
人情報の不適正な利用や漏えいへの対策と対応
として運営規程や就業規則等の関連規程と連動
した管理体制となっている。個人情報保護規程
に適正管理対策の実施として従業員への教育・
事業訓練等を明記しているので職員の教育・研
修への取り組みの検討と、規程内にある個人
データの適正管理から組織の現状に合わせた紙
媒体と電子媒体記録の廃棄方法等の検討に取り
組むことが期待される。

Ⅲ-２-(３)　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

A①
A-1-(1)-① 利用者の自己決定を尊重した個別支援と
取組を行っている。

ｂ

利用者が望む就労への意向を聴き取り個別支援
計画を策定している。毎月１回の面談や日常で
把握した利用者の意向や状況の変化は、担当者
が管理者などに相談し対応を協議している。本
人が「やりたい」と思う就労形態を目標設定
し、個々の障がい、病気、心身状況などを考慮
しながらステップアップしている。個々のペー
スや得意とする作業内容、担当を考慮し「やり
がい」を感じながら就労できるように支援して
いる。就労先企業の管理者とは定期的に協議し
利用者の困りごとについて伝え対応している。
また、心身の変調時には施設外就労から施設内
就労に変え仕事内容や時間を変更し、就労への
意欲や就労する時間を保ちながら就労が継続出
来るように作業環境を調整し合理的配慮をして
いる。一般就労への移行に向けての行政手続き
や情報を提供し利用者の安定した自立生活への
支援をしている。職員が利用者の自己決定を尊
重した個別支援について検討し理解・共有する
機会を積極的につくり日々の支援に反映するこ
とが期待される。

A②
A-1-(2)-① 利用者の権利擁護に関する取組が徹底さ
れている。

ｃ

職員倫理規程、虐待防止対応規程には権利擁護
について文章化されているが、利用者の権利擁
護に関する規定・マニュアルは整備されていな
い。法人全体研修では、利用者の権利擁護や権
利侵害に関する研修会などをしたり、日々の利
用者との関わりで権利侵害が起きていないかな
ど話し合われている。今後は、規定やマニュア
ルを整備し、利用者、家族への権利擁護と権利
侵害の説明、職員への周知を徹底し日常の支援
における権利擁護に関する取組を見直す必要が
ある。職員個々が自己点検するとともに事業所
全体で権利擁護や権利侵害防止が定着した支援
体制の構築が望まれる。

第三者評価結果 コメント

A③ 
A-2-(1)-① 利用者の自律・自立生活のための支援を
行っている。

ａ

金銭管理などの自律・自立生活に向けた課題
は、個別支援計画の短期目標に位置付け１ヵ月
１回の面談で利用者とともに振り返っている。
必要に応じ相談事業所・世話人・医療機関ソー
シャルワーカーなどと連携したり情報提供した
りして課題解決に取り組んでいる。振り返るこ
とで利用者の気持ちが安定し次の取組を共有し
６ヵ月毎に短期目標を見直し次期計画に反映し
ている。

A④
A-2-(1)-② 利用者の心身の状況に応じたコミュニ
ケーション手段の確保と必要な支援を行っている。

ａ

漢字が読めない方にはひらがなを使ったり、他
の人とのコミュニケーションが苦手で人間関係
に支障が出てきた時は配置や作業内容など利用
者に応じた配慮をしている。また、自分の思い
を誰にも伝えられない状態の方にはいつも利用
者の言動をきめ細かに把握して声掛けをした
り、本人の思いを傾聴し対応しており、職員間
でも情報を共有して個々の利用者に応じた関わ
りをしている。

評価対象　障がい者・児施設　付加基準

A-2-(1) 支援の基本

A-2 生活支援

A-1 利用者の尊重と権利擁護

A-1-(1) 自己決定 の尊重

A-1-(2) 権利侵害の防止等
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑤
A-2-(1)-③ 利用者の意思を尊重する支援としての相
談等を適切に行っている。

ｂ

毎月１回の面談時には、希望やわからないこ
と、心配ごとなどをいつでも話すように声掛け
している。事業所全体としても何でも話しやす
い雰囲気づくりや声掛けに努め、必要に応じて
事業所内の相談スペースを活用して個別面談し
ている。相談内容は担当職員がサービス管理責
任者と協議しそれぞれ役割を果たしている。ま
た、必要に応じて医療機関と連携、カンファレ
ンスなどに参加するなど対応し、個別支援計画
に反映して職員間で情報共有し支援している。
新入職員にはバイステックの７原則の研修をし
ている。今後は、職員個々の相談支援のスキル
や知識が習得出来る研修やOJTなどの取組が期待
される。

A⑥
A-2-(1)-④ 個別支援計画にもとづく日中活動と利用
支援等を行っている。

ｂ

就労内容や時間などは利用者の意向を尊重して
行っており個別支援計画に位置付けている。利
用者個々の状態に応じて施設内就労と施設外就
労を選択し、就労内容の選択も利用者の意向を
尊重している。コロナ禍でレクリエーション活
動や外出活動などは取り組まれていない。今後
は、利用者の日中活動への支援に取り組まれる
ことが期待される。

A⑦
A-2-(1)-⑤ 利用者の障害の状況に応じた 適切な支
援を行っている。

ｂ

視覚障害、肢体不自由、精神疾患など利用者の
状態に対応した就労内容、就労時間、休憩時間
など個別に対応をしている、体調の変調や不安
定な状態には適宜、早退、休みなどタイムリー
に柔軟に対応し職員間で支援方法を協議し情報
共有している。今後は利用者の抱える病気や障
害について専門知識の習得など支援の向上に向
けての取組が期待される。

A⑧
A-2-(2)-① 個別支援計画にもとづく日常的な生活支
援を行っている。

ｂ

個別支援計画は、利用者と担当職員が主になっ
て策定するが全職員が目を通し、気になること
や新たな視点での提案などを取り入れている。
利用の経過中も職員の気づきは担当者に伝えた
り、ミーティングで協議している。食事、入浴
などの支援の機会はないが移動・移乗、排泄、
休憩の取り方や環境調整などの支援は、利用者
個々の状況を配慮した支援をしている。個々へ
の配慮事項は個別支援計画にも記載され適時見
直すことが期待される。

A⑨
A-2-(3)-① 利用者の快適性と安心・安全に配慮した
生活環境が確保されている。

ｂ

利用者の日中活動は、主に施設外就労だが施設
外就労が困難な利用者は施設内就労とするなど
柔軟な利用形態を選択できる体制である。作業
内容で個室環境が必要な方や、排泄上の障害の
ある方にはプライバシーを配慮したトイレ使用
環境などを考慮し安心・安全に配慮した生活環
境が確保されように支援している。施設外就労
の特徴として契約企業と状況に応じて調整を図
りながら安心・安全に配慮した生活環境が確保
されることが期待される。

A⑩
A-2-(4)-① 利用者の心身の状況に応じた 機能訓
練・生活訓練を行っている。

ｂ

専門職の助言・指導を得た機能訓練・生活訓練
を行っていないが、肢体不自由の方や腰痛が出
現した方などは、立位時間や座位時間のバラン
スを考慮した就労内容、時間など調整して身体
への負担を軽減し就労が継続出来るよう支援し
ている。施設外就労が困難な状況になった方
は、利用者の意向を尊重しながら施設内就労に
切り替えるなど、利用者の心身の状況に応じた
生活訓練を行っている。生活訓練として支援し
ている内容は個別支援計画には記載していない
が、実施や結果のモニタリングなどを記載し再
発防止等の情報として活用することが期待され
る。

A-2-(4) 機能訓練・生活訓練

A-2-(2) 日常的な生活支援

A-2-(3) 生活環境
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑪
A-2-(5)-① 利用者の健康状態の把握と体調変化時の
迅速な対応等を適切に行っている。

ｂ

送迎時及び就労開始時には健康状態の確認を行
い、利用中も顔色や言動、訴えを注意深く観察
し、不調な時は適時家族や主治医と連携した
り、早退や必要時には受診につなげている。受
診時は家族同行が基本だが状態に応じて職員が
同行している。急病・急変時対応や感染症対応
などのマニュアルは整備されているが、コロナ
禍など対応が変化する状況下では常に現状のマ
ニュアルで対応は十分かを検証したり、対策を
徹底するための仕組みや職員研修を随時実施す
ることが求められる。感染症予防など健康管理
に関する委員会などを設置し徹底した対策が期
待される。

A⑫
A-2-(5)-② 医療的な支援が適切な手順と安全管理体
制のもとに提供されている。

非該当

A⑬
A-2-(6)-① 利用者の希望と意向を尊重した社会参加
や学習のための支援を行っている。

ｂ

社会参加として、法人内の他事業所の契約企業
での就労体験を行い、利用者の意向で体験就労
先に移ることが出来る。法人全利用者を対象に
「企業が求める職員としてのスキルや態度」な
どをテーマに労働局職員を講師にしたセミナー
を企画し、利用者が一般就労移行するにあたっ
て必要なことを学ぶ機会を計画している。利用
者個々のニーズに対応した関連情報を提供しそ
の後フォローアップするなど、社会参加や学習
の意欲を高めるための支援と工夫をしている。
利用者を地域社会の一員として尊重し主体的な
生活を支援することを目的として、生活のさま
ざまな場面において社会参加に向けた情報の収
集・提供や学習・体験の機会を準備する関わり
が期待される。

A⑭
A-2-(7)-① 利用者の希望と意向を尊重した地域生活
への移行や地域生活のための支援を行っている。

ｂ

家族と同居して就労している方が多く、安定し
た就労継続が地域生活の継続に不可欠であるた
め、生活の安定化や病気の悪化防止に努め就労
が継続出来るように支援している。グループ
ホームへの移住を希望される方には、必要な情
報提供や関係機関と連携し入居まで支援すると
ともに、相談事業所などと連携し転居に伴う新
たに必要な支援など考慮し、生活が安定するよ
う支援している。今後は、地域生活に必要な社
会資源の情報や学習・体験の機会をもち、利用
者が地域生活を継続していくための意欲を高め
る支援や工夫が期待される。

A⑮
A-2-(8)-① 利用者の家族等との連携・交流と家族支
援を行っている。

ｂ

就労に関することは、利用者の意向を尊重する
ことを基本にしているが、就労内容や時間など
は家族に説明・協議し理解を得ている。利用中
の体調変化時は個別フェイスシートに連絡先を
記載し迅速な対応が出来るように連携してい
る。また、利用中必要に応じ家族に電話で連絡
している。「家族・キーパーソンなどへの対
応」のマニュアルを整備し傾聴を基本とし事業
所として誠意をもって対応し家族に混乱や誤解
を与えないように職員に周知している。今後は
利用者の生活の質を高めるためと、家族の生活
や支援に関する悩みなどに応えるための支援が
期待される。

A-2-(6) 社会参加、学習支援

A-2-(7) 地域生活への移行と地域生活の支援

A-2-(5) 健康管理・医療的 な支援

A-2-(8) 家族等との連携・交流と家族支援
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

A⑯
A-3-(1)-① 子どもの障害の状況や発達過程等に応じ
た発達支援を行っている。

評価外

第三者評価結果 コメント

A⑰
A-4-(1)-① 利用者の働く力や可能性を尊重した就労
支援を行っている。

ａ

施設外就労の体験が一般就労への自信と意欲に
つながっている。また、法人内他事業所の就労
体験を通じ自分に合った職種を選択出来る機会
がある。施設内就労以外の仕事内容を習得した
い意向が出された方には、有給休暇を利用して
個別対応したり、面接実習などをしている。就
労先企業から一般就労として採用したいとの意
向が出るなど高い評価を得ている。施設外就労
で将来の雇用への希望を見いだせる環境を整え
ている。

A⑱
A-4-(1)-② 利用者に応じて適切な仕事内容等となる
ように取組と配慮を行っている。

ｂ

利用者の意向や障害に応じた作業配置や作業に
難易度を設定し個人に合わせてステップアップ
するなど個別に作業コーチングを実施してい
る。毎月１回の面談では個別支援計画の振り返
りや困りごとへの対応、新たな意向などを職員
と協議して就労内容や時間などの調整をしてい
る。雇用者工賃支払規程を整備し、工賃向上達
成指導員が配置され最低賃金以上が支払われて
いる。今後は、規程や労働安全衛生に関する配
慮などの検討・見直しが期待される。

A⑲
A-4-(1)-③ 職場開拓と就職活動の支援、定着支援等
の取組や工夫を行っている。

ａ

就労トータルコーディネーターを配置し、一般
就労への支援や一般就労後のフォローアップ体
制を整備している。職場開拓の一環として、介
護現場を体験就労し、利用者が担当できる業務
などを介護事業所管理者と検討し将来の就労先
として協議している。ハローワークとの連携の
もとに企業と連携し障害者雇用枠として就労先
を確保したり、障害者で離職した方の受け入
れ、障害認定への支援などに取り組んでいる。

A-3-(1) 発達支援

A-4-(1) 就労支援

A-4 就労支援

A-3 発達支援
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